
平成23年3月期 第3四半期決算短信〔日本基準〕（連結） 

平成23年2月8日

（百万円未満切捨て）

上場会社名 野崎印刷紙業株式会社 上場取引所 東 大 
コード番号 7919 URL http://www.nozakiinsatu.co.jp
代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名） 野崎 隆男
問合せ先責任者 （役職名） 執行役員経理担当部長 （氏名） 萬   龍男 TEL 075-441-6965
四半期報告書提出予定日 平成23年2月14日
配当支払開始予定日 ―
四半期決算補足説明資料作成の有無 ： 無
四半期決算説明会開催の有無 ： 無

1.  平成23年3月期第3四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第3四半期 13,822 △1.9 325 △3.8 327 △1.7 215 8.9
22年3月期第3四半期 14,094 △10.6 338 ― 333 ― 197 72.3

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第3四半期 11.40 ―
22年3月期第3四半期 10.41 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第3四半期 14,492 3,455 23.8 183.93
22年3月期 13,527 3,353 24.8 176.88

（参考） 自己資本   23年3月期第3四半期  3,455百万円 22年3月期  3,353百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 3.00 3.00
23年3月期 ― 0.00 ―
23年3月期 

（予想）
3.00 3.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 18,500 2.0 400 20.4 380 17.0 230 16.1 12.11



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 平成22年５月14日発表の連結業績予想を修正しておりません。上記予想は、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の
業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P３「その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期3Q 21,460,000株 22年3月期  21,460,000株
② 期末自己株式数 23年3月期3Q  2,672,381株 22年3月期  2,503,646株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期3Q 18,891,360株 22年3月期3Q 18,978,477株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報  

  当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策効果や外需主導で一部の業種に回復が見られ

ましたが、慢性的なデフレ傾向に改善は見られず、雇用情勢の悪化などにより個人消費は依然として低迷が続く厳

しい状況で推移いたしました。 

 印刷業界におきましては、デジタル化が進み印刷市場が縮小し、厳しさの増す経営環境が続いております。 

 このような経営環境のなか、当社及び連結子会社では「品質・価格・スピード」をモットーに営業を展開し、環

境負荷の少ない製品や幅広い製品群の受注拡大に努めてまいりましたが、依然と続く消費低迷の影響を受け売上高

において低調に推移いたしました。 

 その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は138億22百万円（前年同期比1.9％減）、営業利益は３億25百万

円（前年同期比3.8％減）、経常利益は３億27百万円（前年同期比1.7％減）、四半期純利益は２億15百万円（前年

同期比8.9％増）となりました。 

 なお、当社及び連結子会社の売上概況につきましては、次のとおりであります。 

①商業印刷部門 

 当部門のカタログ、パンフレット類は依然として続く価格競争の激化と各企業の経費節減による市場の縮小傾向

により減少となり、カレンダーにおきましても経費節減による部数減少や価格競争の激化により減少となり、この

部門全体の売上高は17億47百万円（前年同期比14.9％減）となりました。 

②包装資材及び紙器、紙工品部門 

 当部門の食品包装資材は、水性フレキソ印刷による環境対応製品の受注が増加し、ビジネスフォーム類におきま

しても引き続き増加となりました。一方、高級品である枚葉手提げ袋は経費節減の影響を受け減少となりました

が、この部門全体の売上高は70億50百万円（前年同期比2.1％増）となりました。 

③情報機器及びサプライ品部門 

 当部門の情報機器、ラベリングマシンは、設備投資の先送りなどにより減少となり、タグ、ラベル類におきまし

ても単価の下落や使用減により減少となり、この部門全体の売上高は37億96百万円（前年同期比0.7％減）となりま

した。 

④その他の部門 

 当部門の高圧ポリ袋などの化成品は、小売業の不振や価格の下落により減少となり、この部門全体の売上高は12

億28百万円（前年同期比6.4％減）となりました。  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ９億64百万円増加の144億92百万円となりまし

た。 

流動資産は、前連結会計年度末に比べ７億94百万円増加の67億64百万円となりました。これは受取手形及び売掛

金が６億３百万円、現金及び預金が１億58百万円増加したことなどによるものであります。固定資産は、前連結会

計年度末に比べ１億69百万円増加の77億28百万円となりました。これは建設仮勘定が１億36百万円、繰延税金資産

が１億３百万円、投資有価証券が44百万円減少したものの、機械装置及び運搬具が３億48百万円、建物及び構築物

が１億30百万円増加したことなどによるものであります。 

負債合計は、前連結会計年度末に比べ８億62百万円増加の110億36百万円となりました。これは退職給付制度の変

更により退職給付引当金が７億１百万円減少し、賞与引当金も69百万円減少したものの、長期未払金が４億42百万

円、短期借入金が３億90百万円、長期借入金が３億58百万円、支払手形及び買掛金が２億95百万円増加したことな

どによるものであります。 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ１億２百万円増加の34億55百万円となりました。これは、利益剰余金が

１億60百万円増加したことなどによるものであります。 

これらの結果、１株当たり純資産額は、前連結会計年度末に比べ７円５銭増加の183円93銭となり、自己資本比率

は24.8％から23.8％になりました。  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



キャッシュ・フローの状況  

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は７億42百万円とな

り、前連結会計年度末に比べて１億58百万円増加しております。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は、２億22百万円（前年同四半期は３億56百万円

の増加）となりました。これは売上債権の増加額５億80百万円、法人税等の支払額１億25百万円、退職給付引当金

の減少額１億18百万円、賞与引当金の減少額69百万円等資金が減少したものの、減価償却費４億54百万円、税金等

調整前四半期純利益４億31百万円、仕入債務の増加額２億95百万円等資金が増加したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は、６億81百万円（前年同四半期は３億59百万円

の減少）となりました。これは主に有形固定資産の取得６億43百万円等資金が減少したことによるものでありま

す。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結累計期間における財務活動による資金の増加は、６億16百万円（前年同四半期は１億27百万円

の減少）となりました。これは長期借入金の返済２億81百万円、配当金の支払55百万円等資金が減少したものの、

長期借入れ８億円、短期借入金の純増加額２億30百万円資金が増加したことによるものであります。  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

平成23年３月期の業績予想につきましては、平成22年５月14日に公表しました業績予想に変更はありません。 

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

たな卸資産の評価方法について、当第３四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省

略し第２四半期連結会計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的に算定する方法を適用しております。   

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

（資産除去債務に関する会計基準の適用）  

  第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用し

ております。 

 なお、当社は不動産賃借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を有していますが、当該債務に関連

する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積ることが

できません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。  

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,222,091 1,063,900

受取手形及び売掛金 3,788,783 3,185,554

商品及び製品 979,555 972,375

仕掛品 458,132 442,897

原材料 218,042 214,517

その他 113,872 98,190

貸倒引当金 △16,288 △7,850

流動資産合計 6,764,188 5,969,585

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,049,589 1,918,930

機械装置及び運搬具（純額） 1,818,058 1,469,265

土地 2,247,993 2,247,993

建設仮勘定 3,885 140,585

その他（純額） 201,040 216,845

有形固定資産合計 6,320,567 5,993,620

無形固定資産 85,532 95,884

投資その他の資産   

投資有価証券 560,649 605,175

繰延税金資産 617,543 720,610

その他 183,422 205,202

貸倒引当金 △39,565 △62,329

投資その他の資産合計 1,322,050 1,468,658

固定資産合計 7,728,150 7,558,163

資産合計 14,492,338 13,527,749

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,443,925 5,148,141

短期借入金 2,408,807 2,018,661

未払法人税等 56,704 89,004

賞与引当金 36,362 106,235

その他 778,250 570,910

流動負債合計 8,724,050 7,932,952

固定負債   

長期借入金 598,120 239,840

退職給付引当金 1,025,103 1,727,027

役員退職慰労引当金 106,056 123,258

長期未払金 442,394 －

その他 140,959 151,600

固定負債合計 2,312,634 2,241,726

負債合計 11,036,685 10,174,679



（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,570,846 1,570,846

資本剰余金 835,777 835,777

利益剰余金 1,941,471 1,781,270

自己株式 △870,601 △843,286

株主資本合計 3,477,494 3,344,607

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △21,841 8,462

評価・換算差額等合計 △21,841 8,462

少数株主持分 － －

純資産合計 3,455,653 3,353,070

負債純資産合計 14,492,338 13,527,749



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 14,094,774 13,822,485

売上原価 11,677,370 11,531,362

売上総利益 2,417,403 2,291,122

販売費及び一般管理費 2,079,210 1,965,883

営業利益 338,193 325,238

営業外収益   

受取利息及び配当金 13,505 14,321

不動産賃貸料 11,650 11,659

受取保険金 1,739 1,017

その他 7,283 8,119

営業外収益合計 34,179 35,119

営業外費用   

支払利息 29,774 25,394

手形売却損 4,659 3,161

その他 4,373 4,233

営業外費用合計 38,808 32,789

経常利益 333,564 327,567

特別利益   

固定資産売却益 99 112

投資有価証券売却益 5,539 －

退職給付制度終了益 － 115,074

特別利益合計 5,638 115,187

特別損失   

固定資産処分損 9,157 11,243

投資有価証券評価損 175 －

特別損失合計 9,332 11,243

税金等調整前四半期純利益 329,870 431,511

法人税、住民税及び事業税 64,051 93,452

法人税等調整額 61,607 122,995

法人税等合計 125,659 216,447

少数株主損益調整前四半期純利益 － 215,064

少数株主利益又は少数株主損失（△） 6,511 △388

四半期純利益 197,699 215,452



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 329,870 431,511

減価償却費 440,814 454,800

貸倒引当金の増減額（△は減少） 16,442 △14,325

賞与引当金の増減額（△は減少） △98,385 △69,873

退職給付引当金の増減額（△は減少） △53,123 △118,705

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 439 △17,202

長期未払金の増減額（△は減少） － △46,235

受取利息及び受取配当金 △13,505 △14,321

支払利息 29,774 25,394

有形固定資産除売却損益（△は益） 9,058 11,131

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △5,364 －

売上債権の増減額（△は増加） △302,142 △580,004

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,866 △25,939

仕入債務の増減額（△は減少） 19,583 295,426

その他 22,096 28,918

小計 391,692 360,575

利息及び配当金の受取額 13,270 14,174

利息の支払額 △28,667 △26,457

法人税等の支払額 △19,794 △125,752

営業活動によるキャッシュ・フロー 356,501 222,540

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △356,747 △643,042

有形固定資産の売却による収入 1,441 901

無形固定資産の取得による支出 △19,375 △26,764

投資有価証券の取得による支出 △21,020 △6,471

投資有価証券の売却による収入 18,817 －

貸付けによる支出 △11,280 △9,785

貸付金の回収による収入 10,423 3,819

保険積立金の払戻による収入 19,495 －

その他 △1,645 209

投資活動によるキャッシュ・フロー △359,891 △681,132

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 261,776 230,318

長期借入れによる収入 50,000 800,000

長期借入金の返済による支出 △317,074 △281,892

リース債務の返済による支出 △64,299 △49,346

自己株式の取得による支出 △365 △24,536

配当金の支払額 △55,399 △55,371

少数株主への配当金の支払額 △2,390 △2,390

財務活動によるキャッシュ・フロー △127,751 616,783

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △131,142 158,190

現金及び現金同等物の期首残高 957,651 584,500

現金及び現金同等物の四半期末残高 826,509 742,691



 該当事項はありません。  

  

［事業の種類別セグメント情報］  

 前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

  当社及び連結子会社は、印刷事業のみを営んでおり、事業の種類別セグメントの注記を省略しております。 

［所在地別セグメント情報］ 

 前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

  当社及び連結子会社は、在外支店がなく、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため該当事項は 

 ありません。 

［海外売上高］  

 前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

  当社及び連結子会社は、海外売上高が著しく僅少であるため記載を省略しております。  

［セグメント情報］ 

 当第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日）  

  当社及び連結子会社は、印刷事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

（追加情報） 

 第１四半期連結累計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20

年３月21日）を適用しております。   

  

 該当事項はありません。  

  

（追加情報）  

 平成22年４月１日から退職一時金制度及び適格退職年金制度を一部変更して、退職一時金制度及び確定拠出年

金制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号 平成14年１月

31日）を適用しております。 

  これにより、特別利益として退職給付制度終了益115,074千円を計上しております。   

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（７）その他注記情報



（１）販売及び受注の状況 

     当社及び連結子会社は印刷事業セグメントのみであるため、事業部門別により記載しております。 

１.販売の状況 

部門別売上高 

２．受注の状況 

部門別受注状況 

４．補足情報

事業部門 

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

増減 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

商業印刷   2,053,286  1,747,125  △306,161

包装資材及び紙器、紙工品   6,901,910  7,050,834  148,924

情報機器及びサプライ品   3,826,429  3,796,325  △30,104

その他   1,313,147  1,228,200  △84,947

合計   14,094,774  13,822,485  △272,288

事業部門 

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

増減 

受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高 

金額 
（千円） 

金額 
（千円） 

金額 
（千円） 

金額 
（千円） 

金額 
（千円） 

金額 
（千円） 

商業印刷  2,038,156 174,389 1,753,133 171,455  △285,023 △2,933

包装資材及び紙器、紙工品  6,598,924 666,972 6,740,979 673,982  142,054 7,009

情報機器及びサプライ品  3,742,595 385,143 3,737,670 350,245  △4,925 △34,898

その他  1,299,941 38,199 1,215,620 37,948  △84,321 △250

合計  13,679,618 1,264,705 13,447,402 1,233,632  △232,215 △31,073
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